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特定機能病院について   



特定機能病院制度について  

1 趣 旨   
良質な医療を効率的に提供するためには、機能一特質に応じた施設の体系化を進めることを通じ、医療資源がより有  

効に活用されるようにすることが必要。こ のため、平成4年の第2次医療法改正において特定機能病院を制度化し、高  

度な医療を提供する医療機関については、以下のような趣旨に基づき、厚生労働大臣が個別に承認している。  

（1）高度な医療技術水準の確保のためには、継続して高度医療を必要とする症例を扱うことが必要。  

（2）高度医療のための人員、設備を、多くの医療機関で持つことは非効率。  

（3）患者にとっても、真に高度な医療が必要かどうかをいったん地域の医療機関で判断してもらった上で、必要に応じ   

高度な医療機関に行く仕組みが妥当（紹介制の考え方の導入）。  

軍 役 割   
○ 高度医療の提供  ○ 高度医療に関する研修  ○ 高度医療技術の開発・評価  

3 承認要件   
○ 高度の医療の提供、開発及び評価、並びに研修を実施する能力を有すること。   

○ 他の病院又は診療所から紹介された患者に対し、医療を提供すること（紹介率30％以上の維持）   

○ 病床数・・‥＝400床以上の病床を有することが必要。  

○ 人員配置   

■医 師‥1・通常の病院の2倍程度の配置が最低基準。  

・薬剤師…・入院患者数÷30が最低基準。（一般は入院患者数÷70）   

・看護師等‥入院患者数÷2が最低基準。（一般は入院患者数÷3）  

［外来については、患者数÷30で一般病院と同じ］   

・管理栄養士1名以上配置。  

○ 構造設備…・集中治療室、無菌病室、医薬品情報管理室が必要。  
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4 平成16年に行った承認要件の見直しについて  

（1）見直しの経緯  

特定機能病院に係る承認要件のうち、病床数について「規制改革推進3か年計画（再改定）」l 
れたことを踏まえ、従来の「500床」から「400床」に病床数の緩和を行うとともに、併せて、高度な医療を提   

供する等の特定機能病院本来の趣旨に沿って、特定機能病院の高度医療に関する要件の見直しを行うこととしたもの。  

（2）見直しの概要（改正後の詳細な要件は、別紙参照）   

○ 医療法施行規則第6条の5に定める特定機能病院の有すべき病床数をそれまでの「500床」から「400床」  
に緩和。   

○ 医療法施行規則第9条の20に定める特定機能病院の管理者が行うべき事項のうち  

1．高度の医療の提供について、それまでの努力義務を、管理者の義務としたこと。  

2．高度の医療技術の開発及び評価について、それまでの努力規定を、管理者の義務としたこと。   

O 「医療法の一部を改正する法律の一部の施行について」（平成5年2月15日健政発第98号厚生省健康政策局長  
通知）について、以下を内容とする改正を行った。  

1．高度の医療に係る範囲の見直し。  

2．高度の医療技術の研究及び開発に係る要件の明確化。  

3．高度の医療に関する研修に係る要件の明確化。   

5 承認を受けている病院（81病院 平成19年4月1日現在）  

○ 大学病院の本院（78病院）  ○ 国立がんセンター  ○ 国立循環器病センター  

○ 大阪府立成人病センター  
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特定機能病院に係る基準について  

項  目   承  認  基  準   

標梼診療科目   次のうち10以上   

（規則六の四）   内科、精神科、小児科、外科、．整形外科、脳神経外科、皮膚泌尿器科、皮膚科 泌尿器科、産婦人科、  

産科、．婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、放射線科、歯科 麻酔科   

病床数  400床以上   

（規則六の五）  

人員配置   （入院（鮒を除〈）患者数＋外来患者数（歯科を除〈）／2．5）／8   

①医師  その端数を増すごとに1人以上   

（規則二二の二Il）  

②歯科医師   歯科入院患者／8   その端数を増すごとに1人以上   

（規則二二の二Ⅰ2）   歯科外来患者については病院の実情に応じ、必要と認められる数を加える   

③薬剤師   入院患者数／30   その端数を増すごとに1人以上   

（馴二二の二Ⅰ3）   調剤数／80  その端数を増すごとに1人（標準）   

④看酬及び媚護師   入院患者数／2  その端数を増すごとに1人   

（規則二二のコ4）   外来患者数／30   その端数を増すごとに1人以上  

産婦人科又は産科においては．、その適当数を助産師とする  

歯科、矯正歯科、小児歯科又は歯科口腔外科においては、その適当数を歯科衛生士とすることができる   

⑤管理栄養士  1人以上   

（規則二二の二15）  

⑥診療放射線技師、事務  

員その他の従業者  

（規則二二の二Ⅰ6）   
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構造設備   ・集中管理を行うにふさわしい広さ（1病床当たリ15ポ：通知）   

①集中治療室  ・人工呼吸装置その他の集中治療に必要な機器   

（法二二の二2）   （人工呼吸装置のほか人工呼吸装置以外の救急蘇生装置、心電計、心細動除去装置、ペースメーカー等   

（規則二二の三1）   を想定二通知）   

②無菌治療室  

（錮二二の四） 

③医薬品情報  医薬品に関する情報の収集、分類、評価及び提供の機能   
管理室  （他の用途の室と共用も可：通知）   

（規則二二の四）   

④その他の設  

備等  

（法二二の二5）   

紹介率   A＋B＋C A：紹介患者の数   

①算定式   B＋D  B：他の病院又は診療所に紹介した患者の数   

（規則九の二06イ）   C：救急用自動車によって搬入された患者の数  
D二初診の患者の数   

②率   30％以上   

（規則九の二06口）   （下向った場合、改善計画作成）   

安全管理体制  ・専任の医療に係る安全管理を行う者及び専任の院内感染対策を行う者を配置すること。  、   

及び院内感染  ・医療に係る安全管理を行う部門を設置すること   

対策のための  

体制  

（規則九の二三）   
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高度医療提供  ・特定機能病院以外の病院では通常提供することが難しい診療を提供すること。   

（規則九のニ0Ilイ）   ①高度先進医療（保険医療機関及び保険医療養担当規則第5条の2第2項に規定するもの。）   

（規則九の二0Il口）   ②特定疾患治療研究事業の対象とされている疾患についての診療。  

（：通知）  

※ この場合において、①の高度先進医療の提供は必須とし、厚生労働大臣の承認を受けた①の高度先進  

医療が1件の場合には、併せて、、②の特定疾患治療研究事業に係る診療を年間500人以上の患者に対し  

て行うものであること。  

・臨床検査及び病理診断を適切に実施する体制を確保すること。  

（病院内に鹿床検査及び病理診断を実施する部門を設けること。別々でなくても可。従業者は専任でなく  

ても可。：通知）   

高度医療開発  ・当該特定機能病院に所属する医師等の行う研究が、国、地方公共団体又は民法第34条の規定に基づき   
及び評価   設立された法人から補助金の交付又は委託を受けものであること、及び当該特定機能病院に所属する医師   

（規則九の二02イ）   等が発表した論文の数が年間100件以上であること。（：通知）   

（規則九の二02ロ）   ・医療技術の有効性及び安全性を適切に評価すること。   

高度医療研修  ・医師及び歯科医師法の規定による臨床研修を修了した医師及び歯科医師に対する専門的な研修を実施す   

（規則九の二03）   るものでその数が年間平均30人以上であること。（：通知）   

諸記録   ・診療並びに病院の管理及び運営に関する責任及び担当者を定め、諸記録を適切に分類管理すること。   

（規則九の二04）   ・診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧に関する責任者、担当者及び閲覧の求めに応じる   

（規則九の二05）   場所を定め、当該場所を見やすいように掲示する   

その他   ■救急用又は患者輸送用自動車を備えていることが望ましい。：通知   

（努力目標）  ・病院内に地域医療の連携推進のための委員会等（病院内の関係者を構成員することでも可）を設けるこ  

とが望ましい。（：通知）  

・救急患者に対して必要な医療を提供する体制が確保されていることが望ましい。（：通知）   
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医療提供体制に関する意見（抄）  

平成17年12月8日  

社会保障審議会医療部会  

4．医療機能の分化連携の推進  

4－4 医療施設の類型、医療施設に係る諸基準の見直し  

（2）特定機能病院  

○ 地域の医療連携体制の構築において、高度な医療技術や専門性を必要とする治療などの医療需要に対応できる機能等   

を有する「医療連携体制を支える高度な医療機能を有する病院」が必要とされていることから、特定機能病院にこのよ   
うな病院としての役割を期待し、「高度な医療の提供等に当たり医療連携体制の構築に配慮すること」を、特定機能病   

院の管理者の義務として医療法に規定する。  

○ 高度先進医療の見直しに伴い、特定機能病院の要件の一つである「高度の医療」の範囲について整理する。  

○ 看護職員の人員配置標準について、医療安全の推進を図る観点から、特定機能病院に係る入院患者数に対する基準を   

引き上げる（現行2．5対1）。  

○ 今後検討を進めていく必要のある専門医の育成のあり方、医療機関間における機能分化と連携等に係る論点も踏まえ   

て、特定機能病院に本来求められる機能や承認要件及び名称等、特定機能病院制度のあり方について、医療施設体系の   

あり方に関する検討会において検討する。  
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平成18年医療制度改革における特定機能病院に係る改正内容  

1 制度改正関係  

＜特定機能病院の管理者の義務の見直し＞  

○ 地域の医療連携体制の構築において、高度な医療技術や専門性を必要とする治療などの医療需要に対応できる機能   
等を有する「医療連携体制を支える高度な医療機能を有する病院」が必要とされていることに鑑み、医療法に規定す   
る特定機能病院の管理者の義務として、新たに、「医療計画に定められた医療連携体制が適切に構築されるように配慮   
する」ことを位置付けた。〔法律改正 平成19年4月1日より施行〕  

＜厚生労働大臣による業務報告の公表の制度化＞  

○ 特定機能病院の承認要件が適切に遵守されているか否かについて国民からのチェック機能が適切に働くような仕組   

みとする観点から、特定機能病院から毎年10月に提出される業務報告について、厚生労働大臣が公表を行う仕組み   
を設けた。〔法律改正 平成19年4月1Eはり施行〕  

＜人員配置基準の引き上げ＞  

○ 看護職員の人員配置標準について、医療安全の推進を図る観点から、特定機能病院に係る入院患者数に対する基準   

を2．5対1から2対1へと引き上げを行った。〔省令改正 平成18年4月1日より施行〕  
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2 平成18年度診療報酬改定関係  

○ 病床数及び紹介率を要件とし、特定機能病院においても評価されていた「紹介外来加算」の廃止を行った0   
（140点→廃止）  

○ 特定機能病院における入院医療について評価を行う「特定機能病院入院基本料（一般病棟の場合）」の、14日以内   
の入院期間に係る加算の引き上げを行った。（512点→ 652点）  

（参考）  

【一般病棟入院基本料】  

1，555点  
（平均在院日数…19日以内）  

1．269点  
（平均在院日数・＝ 21日以内）  

【特定機能病院入院基本料（一般病棟）】  

1，555点   

（平均在院日数・■・28日以内）  

1，269点   

（平均在院日数・‥ 28日以内）  

・看護職員の実質配置が7：1  

看護職員の実質配置が10：1  

ー入院期間に応じた加算  

【一般病棟】  

428点  
192点   

【特定機能病院（一般病棟）】  

652点  

207点  

14日以内の期間  

15日以上30日以内の期間  
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特定機能病院の現状について（H17年度業務報告）  
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